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国号：中華⼈⺠共和国

ー中華：中国、華夏；⼈⺠：政治概念；共和：権利を共有、共同

に国を治める

設⽴：1949年10月1日

最高指導者：毛沢東

面積：約960万ｋｍ２（日本国土の約25倍）

人口：13億9073万人（2016年、⽇本の約10倍）

⺠族：56⺠族

中国

中国



⾏政区

省：23

自治区：5

直轄市：4

特別⾏政区：2

中国



人口

⼤陸⼈⼝：13億8271万人

16歳以上、60歳未満ーーー9億0747万人 65.62％

60歳以上ーーー2億3086万人 16.69%
65歳以上ーーー1億5003万人 10.85％
男性ーーー7億815万人
⼥性ーーー6億7456万人
広東省ーーー1億0430万⼈；⼭東省ーーー9579万人
河南省ーーー9402万人； 四川省ーーー8042万人
江蘇省ーーー7866万人； 河北省ーーー7185万人
湖南省ーーー6568万人（2014年）

香港人口：737万4900人

マカオ人口：64万4900人

台湾人口：2351万人

中国



⺠族・⽂化・宗教

漢⺠族：91.51％

少数⺠族：内モンゴル族

ウイグル族

チベット族

チワン族

回族

等55⺠族

言語：53⺠族が本⺠族の⾔語使⽤、⽂字あり⺠族21

宗教：仏教、道教、イスラム教、天主教、キリスト教

中国



政治

憲法：1982年12月4日（4回改正）

権⼒機関：全国⼈⺠代表⼤会

⾏政機関：国務院ー中央⼈⺠政府

－最⾼国家権利機関の執⾏機関、最⾼⾏政機関、

－国務院組成部門、国務院直属特設機構、国務院直属機構、．．．

知識産権局、⼯商⾏政局

司法機関：⼈⺠法院、⼈⺠検察院

ー最⾼⼈⺠法院、地⽅各級法院、専⾨法院

－最⾼⼈⺠検察院、地⽅各級検察院、専⾨検察院

中国



大衆創業・万衆創新

（単位 万社）
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● 2017年、上半期企業登録数291万社

上半期まで

中国



イノベーション
を守る

イノベーション
⼒を向上

経済の持続的発
展を図る

知的財産権の保護⼒を強化

意図



ーー2012年11月ーー●中国共産党第18回全国代表大会

●中国共産党第18期中央委員会第３回全体会議 ーー2013年11月ーー

●中国共産党第18期中央委員会第４回全体会議 ーー2014年10月ーー

●中国共産党第18期中央委員会第５回全体会議

●中国共産党第18期中央委員会第６回全体会議

ーー2015年10月ーー

ーー2016年10月ーー

知財强国の建設

決意



決意

中国共産党第19回全国代表大会

習近平

李克強 栗戦書 汪洋 王沪寧 趙楽際 韓正

イノベーション文化を提

唱し、知財の創造、運

用、保護を強化する！



全国⼈⺠代表⼤会

国務院 最⾼⼈⺠法院

地⽅⼈⺠法院地方⼈⺠政府

全国⼈⺠代表⼤会常務委員会

中華⼈⺠共和国主席

政治

国家知識産権局 国家⼯商⾏政管理総局

地⽅知識産権局 地⽅⼯商⾏政管理局

地方⼈⺠代表⼤会常務委員会

地方⼈⺠代表⼤会



第一篇 主要目標など

● 経済の中⾼速成⻑を保つ

● 革新駆動型発展効果を顕著にする

革新による牽引作⽤を強化し、発展に強⼤な原動⼒を注ぐ

● 発展の協調性を著しく強化する

● ⼈⺠の生活の質・水準を普遍的に向上させる

● 国⺠の素質と社会の⽂明程度を顕著に向上させる

● 生態環境の質を総体的に改善する

● 各方面の制度をより成熟させ、定型化する

国⺠経済と社会発展第⼗三回五年規画

ーー２０１６年３⽉ーー
中華⼈⺠共和国全国⼈⺠代表⼤会

政策



●十八大及び十八期二中、三中全会の主旨の徹底

≪国家⾰新駆動型発展戦略の要綱≫
中華⼈⺠共和国国務院 ２０１６年5月

●共産党第18回全国代表大会にて提出された革新駆動型発展戦略の早期実施

≪国家知的財産権戦略の緊密な実施、知的財産権管理の強化及び改善に係る若⼲の意⾒≫
国家知識産権局等⼋部⾨ 2014年7月

≪新情勢下での知的財産権強国建設の加速に係る国務院の若⼲の意⾒≫
中華⼈⺠共和国国務院 2015年12月

●十八大及び十八期二中、三中、四中、五中全会の主旨の徹底

政策



● 専利法第4回改正 進⾏中

● 専利法審査指南の改訂 2017年4月1日

● 商標法第3回改正 2014年

● 商標審査及び審理標準の改訂 2017年1月5日

● 著作権法第3回改正 進⾏中

● 不正競争法改正 2018年1月1日

● 標準化法改正 2018年1月1日

● 最⾼⼈⺠法院による専利権侵害紛争事件を審理する際の法律
適⽤に係る若⼲の問題に関する解釈（⼆） 2016年

● 最⾼⼈⺠法院による専利紛争案件審理の法律適⽤問題に関する
若⼲規定の改訂 2015年

● 最⾼⼈⺠法院による商標の権利付与・確認に関する⾏政案件を審
理する際の若⼲の問題に関する規定 2017年1月11日

主要な法律、法的規定などを制定、改正

具体的な政策



裁判所

●握奇公司 VS 恒宝公司

USBKey専利侵害事件において、原告の4900万元の請求額を全額支持す
るとともに、タイムチャージ方式で主張した100万元の弁護士費用の
支払い請求を初めて支持した。

●海南旅遊衛視 VS 愛美徳

偽の証拠を提出した⾏為に対し、100万元の法的上限額の罰⾦を科し
た。

●Christian Louboutin VS 広州門叹、広州⾙玲妃化粧品、広州欧
慕生物

「銃弾口紅」意匠権侵害事件において、専利権者の起訴前の差⽌請求
が認められた。

具体的な政策



知財会議、勉強会、意⾒交換会が激増

具体的な政策



「企業知識産権管理規範」国家標準の実施の徹底

具体的な政策



補助⾦

具体的な政策

● 例：深セン市南山区の企業

１．深セン市特許補助⾦制度：
実体審査に入ったが、官費用の減免がない場合2000元/件、官費用の

減免がある場合510元/件

権利付与後2000元/件

２．南⼭区特許補助⾦制度：
深セン市の補助⾦の上、実体審査に⼊った場合、その他2500元/件の

補助⾦の取得が可能

３．国家ハイテク企業補助⾦制度：10万元/回



ハイテク企業認定においての知財

具体的な政策

● 例：深センの企業

深セン市ハイテク企業認定に必要な知的財産の要件
・1件の特許もしくは植物新品種権
・2件の実用新案権
・3件の意匠、ソフトウェア著作権⼜は集積回路配置設計

国家ハイテク企業認定に必要な知的財産の要件
・特許（含国防専利）、植物の新品種権、国家級農産物の新品種、

国家新薬、国家⼀級漢⽅薬保護品種、集積回路配置設計

いずれか1件の知的財産権
・5件もしくはそれ以上の、実用新案権、意匠権、ソフトウェア著

作権等（除商標）知的財産権



専利導航

具体的な政策

専利情報資源の利⽤や専

利分析を基に、産業技

術、製品、組織、ビジネ

スモデルのイノベーショ

ンに専利運⽤を取り込

み、産業科学の発展を牽

引・サポートする。

中国知識産権局



知的財産運営

具体的な政策



北京品源知識産権代理有限公司
東京オフィス

朴 秀玉

E-mail : tokyo@boip.com.cn
TEL : 03-5847-8242

ご清聴有難うございました！

本部所在地 中国 北京市

所員 約600名

国内拠点 14か所

弁理⼠ 91名

弁護士 39名

専利出願件数 17247件（2016年）

商標出願件数 12063件（2016年）


